
第1回 郵便切手デザインコンクール

郵政大臣賞受賞作品

「COMMUNICATION」

AngelikaWinkhaus(ド イツ連 邦 共 和 国)

寸評

世界の5大 陸を5色 で表 し、世界の コミュニケーシ ョンの交流 を抽

象的 に表現 した作品 です。



「緑 の世界 」

吉川慶樹(熊 本県熊本市)

寸評

現代 に即応 したテーマであ る自然環境保護 を取 り上 げ、 アザ ミの花

と蝶 を描 き、清楚で美 しいデザ イ ンに仕上 げた作品 です。

参考

郵便切 手デザイ ンコンクールは、郵便切 手のデザ イ ンを国内は もと

よ り海外か ら も広 く募集 して、世界 中の郵便 利用者 ・デザ イナー ・切

手愛好家が注 目す る優秀 なデザ イ ンの郵便切 手 を発行す るとともに、

この催 しを通 じて郵便切 手に対す る各方面の関心 を一層高 め、手紙 文

化の振興 に資す るため実施 した もの です。

今回 の郵便切 手デザ インコンクール には、海外89か 国か ら約11,000

点、 国内か ら約21,000点 の合計約32,000点 にのぼ る応募 があ りま した。



平成2年 版通信 白書の発表に当たって

今 日、我 が国は、 国際的地位 にふ さわ しい責任 を果た し、国際社会 の

調和あ る発展 に貢献 してい くこ とが求め られています。

一方、情報通信 は、世界 の人々がお互 いに理解 し合 うための重要 な コ

ミュニケー シ ョン手段 であ り、世 界的な情報通信基盤の整備が不可決 な

もの とな ってい ます。

この よ うな状況 を踏 まえ、今 回の通信 白書 にお きましては、「国際交流

の進展 と情報 通信」 をテーマに取 り上げてお ります。

我が国に とって、諸外 国 との相互理解 と信頼関係に基づ く国際交流 を

進展 させてい くことが基本的 な課題 であ ります。取 り分け、国際交流の

進展 を支 える、基盤 としての情報通信の役割 はます ます重 くなってきて

お ります。 白書では、国際 間の情報交流の活発化 とそのための世 界的 な

情報通信基盤の発展 に向けて積極 的に取 り組 む必要 があることを記述 い

た してお ります。

郵政省 といた しましては、今後 とも、情報化の進展 に向けて積極的に

取 り組ん でまい る所存ではあ りますが、 それには、何 よ りも国民の皆様

のご理解 とご協力がなければ ならないこ とは言 うまで もあ りませ ん。

この 白書が、我が国の通信及び精 報化の現状並びに情報通信政策に対

す る国民の皆様の ご理解 を深め る上で、一助 となれば誠に幸いに存 じま

す。

平成2年6月

郵政大臣 深 谷 隆 司





目 次 一i一

目 次

本 編

第1章 平成元年通信の現況

第1節 通信経済の動向

1

1概 況

1

2通 信事業者の動向

1

(1)電 気通信事業者の動向

4

(2)放 送事業者の動向

5

3通 信事業経営の動向

7

(1)第 一種電気通信事業者の経営状況

7

(2)放 送事業者の経営状況

7

(3)郵 便事業の経営状況

13

4通 信関連産業の動向

15

(1)通 信機器製造業

16

(2)通 信 ケー ブル製造業

16

(3)電 子計算機器製造業

16

(4)広 告業

16

(5)新 聞業

17

(6)出 版業

18

第2節 通信サ ー ビスの動 向

18

1国 内通信サー ビスの動 向

19

(1)国 内電気通信 サー ビス

19

(2)放 送の動向

19

43



一11一 目 次

(3)郵 便 の動 向

(4)通 信設備の動向

49

2国 際通信サー ビスの動 向

53

(1)国 際電気通信 サー ビス

54

(2)国 際郵便の動 向

54

(3)国 際放送

60

(4)国 際通信設備の状況

62

第3節 情報化の動向

63

1情 報流通の動向

67

(1)供 給情報量

67

(2)消 費情報量

68

(3)情 報消費率

70

(4)情 報流通距離量

72

(5)情 報流通 コス ト

73

(6)原 発信情報量、発信情報量及び蓄積情報量

74

2家 庭の情報化

76

(1)情 報装備指標

(2)情 報利用指標

(3)情 報支出指標

82

83

85

(4)情 報提供指標

3産 業の情報化

88

91

(1)産 業の情報化の進展状況

94

(2)ネ ッ トワー ク化の進 展状況

96

(3)産 業の情報化の特徴

104

4地 域の情報化

109

(1)昭 和63年 度の地域の情報化の特徴

10

110



(2)供 給 晴報 量

目 次 lll

(3)消 費情報量

110

(4)供 給 ・消費情報量か らみた各県の状況

112

(5)情 報量 と県内総生産の地域間格差の比較

113

(6)地 域情報圏の形成

113

5国 際情報流通の動向

115

第4節 通信政策の動向

118

1情 報通信の一層の発展のために

124

(1)90年 代の通信政策 ビジョンの策定

124

(2)NTTの 在 り方の見直 し

124

(3)特 定通信 ・放送開発事業の推進

126

(4)大 深度地下における通信施設の整備

128

2電 気通信振興のための環境整備

129

(1)2年 度税制改正・

(2)2年 度電気通信関連財政投融資

130

130

132

(3)地 域 におけ る社 会資本 としての情報通信基盤の整備 ……132

(4)ハ イ ビジ ョンの普及のための基盤整備

(5)基 盤技術研究促進セ ンター の出融資

132

3地 域情報化政策の展開

132

(1)テ レ トピア指定地域 の追加指定

135

13b

4通 信産業設備投資等実態調査(元 年9月 調査)の 実施……137

5電 波利用の促進

(1)地 域振興のための電波利用の促進

138

(2)レ ジャー分野におけ る電波利用の促進

138

(3)高 度防災通信網の整備

139

(4)無 線従事者制度の改革

140

140



iv一 目 次

(5)航 空衛星通信 システムの導入

(6)航 空機衝 突防止装 置(ACAS)の 導入

(7)成 層圏無線中継システム

(8)重 要無線通信妨害対策について

6放 送の充実のために

(1)放 送法及び電波法の一部改正

(2)ハ イ ビ ジ ョ ン の 推 進

(3)ふ るサ ッ ト構 想の推進

(4)衛 星放送受信対策基金の創設

7郵 便事業の新たな飛躍を求めて

(1)新 東京郵便局等の設置

(2)郵 便物の増加に対応する要貝の配置

(3)業 務委託方式による小規模店舗の設置

(4)郵 便局の土地の高度利用

(5)郵 便局の窓 ロサー ビスの多様化

(6)外 国郵 政庁 との郵便情報 ネッ トワー クの構築

(7)国 際郵便追跡システムの構築

(8)開 発途上国の郵便関係職員の受入れ

D郵 便 イメー ジキャラクター の決定

8技 術関発の推進

(1)電 気通信分野における研究開発の推進

(2)ISDN構 築 の推進

(3)電 波利用技術の開発

(4)地 球環境保全への取組

9宇 宙通信に関する主な動 き

(1)宇 宙通信開発の推進

141

142

143

144

145

145

146

148

149

150

150

150

150

151

151

152

152

152

152

153

153

156

159

{1 0

162

162



(2)衛 星通信 の利用 の促 進

目 次 V

10通 信に関する国際分野の動き

1

(1)ITU全 権委員会議 の開催

166

(2)CCIR最 終会議 の開催

166

(3)イ ンテルサ ッ ト締約国総会の開催

166

167

(4)イ ンマルサ ッ ト条約 の改正(航 空衛星通信サー ビス)…167

(5)全 世界的な海上遭難安全システムの円滑な導入の

ための環境整備 167

(6)「 国際防災の10年 」 におけ る電気通信分 野の国際協カ…168

(7)日 米構造問題協議の開催

(8)第20回 万国郵便大会議の開催

169

第2章 国際交流の進展 と情報通信

第1節 国際交流の進展 と基盤としての情報通信

1国 際交流の進展

169

171

172

(1)我 が国を中心とした交流量の変化

173

(2)相 互依存関係の進展

173

(3)国 際交流におけるインバ ランスの拡大

178

(4)期 待 され る東欧諸 国、 中国 との国際交流

184

2国 際交流の進展 と基盤 としての情報通信

(1)国 際交流の進展 と我が国の情報通信基盤

189

192

192

(2)各 国の国内情報通信基盤における地域的な偏在

と国際交流 195

第2節 国際交流促進に向けての情報通信分野における

我が国の対応

1情 報通信分野における我が国の対応

200

(1)情 報通信基盤の充実のための我が国の対応

200

200



VI 目 次

(2)情 報通信分野における我が国の国際交流

2ア ジア ・太平洋情報圏と我が国の対応

(1)ア ジア ・太平洋情報 圏の現状

(2)ア ジア ・太平洋情報 圏に対す る我が国の対応

3北 米 ・ECと の協調 の促進

(1)情 報通信分野における緊密な交流

(2)情 報通信産業をめ ぐる各国の競争

4中 南米、 アフ リカ、中近 東な どに対す る協 力

第3節 国際交流の一層の進展 に向けて

1情 報通信分野における国際交流の推進

(1)国 内情報通信基盤の整備のための課題

(2)国 際間の情報通信基盤の整備のための課題

(3)放 送等による交流の推進

2ア ジア ・太平洋情報圏の進展

(1)自 立的発展 の支援のための協 力

(2)地 域の特性に応 じた情報通信基盤の整備

(3)文 化、習慣 に配意 した交流

(4)ア ジア ・太平洋情報圏におけ る全般的 な

通信料金の低廉化

2情 報涌信癸屏のための國際協調

(1)諸 外国との相互理解の促進

(2)情 報通信基盤の発展に向けた協調

むすび

付表 ・付注

図の基礎資料

資 料 編

209

211

212

223

229

229

235

242

248

248

248

251

253

257

257

258

258

259

259

260

263

265

265

297



図 表 目 次 一vii一

図 表 目 次

1第1童)

第1-1-1表 通 信事 業 の売上 高

第1-1-2図 国 内通 信 の動 向

2

第1-1-3表 国際通 信 の動 向

3

第1-1-4表 主 な通 信事 業 者数

4

第1-1-5表 電気通 信事 業 者数

5

第1-1-6表NTTの 経営 状況

6

第1-1-7表KDDの 経営状 況

8

第1-1-8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

10

第1-1-9表 地域系新第一種電気通信事業者の経営状況

12

第1-1-10表 無線 呼 出 し事 業者 の経 営状況

1

第1-1-11表NHKの 経営 状況(一 般 勘定)

14

第1-1-12表 郵便事 業 の経 営状 況

14

第1-1-13図 通信 関連 産業 の動 向

16

第1-1-14表 メデ ィア別広 告費(元 年)

17

第1-2-1図 事務 用 ・住宅 用一 般加 入電話 契約数 の推移

18

20

第1-2-2図 長 距離 系新 第一種 電気 通信事 業者 の電話 サー ビス提 供地域

(元年度末現在) 21

第1-2-3図 電話 サ ー ビス距離 段階 別通 話 回数 及 び通 話 時間(昭 和63年 度)…22

第1-2-4図 電話 サー ビス通話 時 間別通 話 回数(昭 和63年 度)

第1-2-5図 電話 サー ビス時間 帯別通 話 回数(昭 和63年 度)

23

第1-2-6図 フ ァク シ ミリ通信 網サ ー ビス契約数 の推 移

24

第1-2-7図 無 線呼 出 し契 約数 の推 移

25

26

第1-2-8図 新事 業者 の無 線呼 出 しサー ビス提 供地 域(元 年 度末現在)… …27

第1-2-9図 自動 車 電話契 約数 の推 移

第1-2-10図 テ レ タ ー ミナ ル シ ス テ ム の構 成

28

第1-2-11図 一般 専用 サー ビス回線数 の推 移

30

第1-2-12図 高 速デ ジ タル専用 線サ ー ビス 回線数 の推 移

31

第1-2-13図 デ ジタルデー タ伝 送サ ー ビス 回線数 の推 移

32

笛1-2-14図 ビデ オテ ッ クス通信 サー ビス利用 契約教 の推移

33

箪1-2-15図 ビデ オテ ッ クス情 報提供 者数 の推移

3E

35

鱗1_ワ ー 佑 図ISDN甚 本 イ ン タ フ ェ ー ス サ ー ビ ス提 供 地 域 数 、 ユ ー ザ 数 及 び

契約回線数の推移 37



一 血 一 図 表 目 次

第1-2-17図 電 報通数 の推移 40

第1-2-18表NTTに よ る昭 和55年 度 以降 の電 気通信 料 金 の値 下 げ状 況 ……41

第1-2-19表NTT及 び新事業者の電話料金の値下げ状況 42

第1-2-20図 テ レビ ジ ョン放 送及 び ラ ジオ放 送 の総放 送 時 間(1日 当た り)…44

第1-2-21図 衛 星放 送受信 世帯 数 の推移

第1-2-22図 民 間 テ レビジ ョン放送 用周 波数 割 当て の現状

45

第1-2-23図 民 間FM放 送 用周 波数 割 当て の現状

47

第1-2-24図 引受 郵便 物数 の推 移

48

第1-2-25図 通信 設備 数 の推移

50

第1-2-26図 国際 電話 取扱 数 の推 移

53

第1-2-27表 国際第一種電気通信事業者の電話料金

55

第1-2-28表 国際 電話 の主要 国 との料 金水 準 比較

56

第1-2-29図 国 際専用 回線数 の 推移

57

58

第1-2-30表KDDの 昭和54年10月 以降 にお け る国際 電気通 信料 金 の

値下げ状況

第1-2-31表 国際 電 子郵便 料金 引下 げ の概 要

61

第1-2-32図 対外 回線数 の推移

62

第1-2-33図 我 が国 の国際 通信 設備 の状 況

64

第1-3-1図 供給 情報 量等 の推移

66

第1-3-2図 供 給情報 量 の推移

68

第1-3-3図 供給 情報 量 の構成 比

69

第1-3-4図 消 曹情報 量 の推移

70

第1-3-5図 消 費情報 量 の構 成比

71

第1-3-6図 情報 消 費率 の推移

71

第1-3-7図 情報 流通 距離 量 の推移

72

第1-3-8図 情報 流通 コス トの推移

73

第1-3-9図 情報 流通 単位 コス トと情報 流通 距離 量

74

第1-3-10図 原発 信情 報量 の推 移

75

第1-3-11図 原 発信情 報量 の構 成 比

76

第1-3-12図 発信 情報 量 の推移

77

第1-3-13図 発信 情報 量 の構成 比

78

第1-3-14図 蓄積 情報 量 の推移

78

第1-3-15図 蓄積 情報 量 の構 成比

79

第1-3-16表 家庭 の情 報化 指標 の 内容

80

第1-3-17図 家庭 におけ る情 報化 の進 展状況

81

第1-3-18図 情報 装備 指標 の推 移

82

第1-3-19図 情報通信機器の個人所有化率

84

第1-3-20図 情 報利 用時 間の推 移

8

第1-3-21図 個 人特 性別 情報 利用 時間

86

87



図 表 目 次 一ix一

第1-3-22図 情 報 に関連 す る総支 出等 の推移

第1-3-23図 情報 に関 連す る支 出の 項 目別構 成 比の推移

ミ8

第1-3-24図 情報提 供 指標 の推移

89

第1-3-25図 印刷 系提 供部 数 の推移

90

第1-3-26図 放 送系提 供時 間 の推移

91

第1-3-27図 パ ッケー ジ系 提供 時間 の推移

92

第1-3-28表 産 業の情 報化 指標 の 内容

93

第1-3-29図 装備 指標 の推 移

95

第1-3-30図 装備 指標 の伸 び率 の推 移

97

第1-3-31図 専 用 回線の平 均容 量 の推移

98

第1-3-32図 利 用指標 の 推移

99

第1-3-33図 利 用指標 の伸 び率 の推 移

101

第1-3-34図 不 ッ トワー ク化指 標(昭 和63年 度)

102

第1-3-35図 業 種別 ネ ッ トワー ク化 進展 度

105

第1-3-36図 ネ ッ トワー クに よる処 理 の割合

106

第1-3-37表 ネ ッ トワー ク化 の 目的 と効 果

107

第1-3-38図 地 域別 総供 給情 報量

108

第1-3-39図 地 域別 総消 費情 報量

111

第1-3-40図 一 人 当た りの供 給情報 量 と消 費情 報 量に よ る分類

112

第1-3-41図 各 情報 量 と県 内総 生 産 の地域格 差の 比較

114

第1-3-42図 地 域 の情報 中枢 県 と情報 圏

115

第1-3-43図 国際情 報流 通量 の推移

117

119

第1-3-44図 パー ソナ ルな通 信 メデ ィアの 送受信 量及 び

送受信比率の推移

第1-3-45図 パー ソナ ル な通信 メデ ィアの 送受信 内訳

120

第1-3-46図 マ ス系通信 メデ ィアの送受 信 量及 び送信 比率 の推移

121

第1-4-1表 平 成2年 度 税制 改正 の概 要

122

131

第1-4-2表 平 成2年 度 情 報通信 分 野に おけ る 目不 開晃銀行 寺 の

財政投融資枠の概要 133

第1-4-3表 基盤 技術研 究促 進 セ ン ター の元年 度新規 出資採択案 件

(電気通信関係)

第1-4-4表 テ レ トピア追加 地域 の計 画概要

135

第1-4-5図 成層 圏無線 中継 システ ムの概 念図

131

第1-4-6図 ハ イ ビ ジ ョ ン ・シ テ ィ モ デ ル都 市 マ ッ プ

143

第1-4-7図 ふ る サ ッ トセ ン ター 概 略 図

14∈

第1-4-8図 電気通信フロンティア研究開発の推進体制

149

第1-4-9図ISDN新 技術 開発協 議会 の組 織図

155

第1-4-10図 広帯域ISDN推 進協 議会 の位 置付 け

157

第1-4-11図ISDN国 際共 同研究 会 の組織 図

158

159



一X一 図 表 目 次

第1-4-12図 西暦2,020年 ～2,050年 頃の宇 宙 を想 定 した情報 ネ ッ トワー クの

イ メ ー ジ

第1-4-13図VSAT衛 星 通信 システ ムの概要

163

164

(第2章)

第2-1-1図 国際 交流 量の変 化

第2-1-2図 出入 国者数 の変 化

174

第2-1-3図 輸 出入金額 の推移

175

第2-1-4図 長 期 資本収 支 の推移

175

第2-1-5図 情 報量 の推移

176

第2-1-6図 総情報量と電気通信情報量の推移

177

第2-1-7図 総 人 口に対 す る出入 国者数 の 比率 の伸 び

177

第2-1-8図GNPに 対 す る輸 出入金額 の 比率 の伸 び

178

第2-1-9図 資本調達に対する長期資本収支の比率の伸び

179

第2-1-10図 国内発信情報量に対する国際交流情報量の伸び

179

第2-1-11図 出入 国者数 の地 域別 推移

180

第2-1-12図 輸 出入金額 の地 域別 推移

180

第2-1-13図 長 期 資本収 支 の地域 別推移

181

第2-1-14図 国際 交流 情報 量の地 域別 推移

182

第2-1-15図 交 流のバ ランス

183

第2-1-16図 出 入国者数 のバ ラ ンス

184

第2-1-17図 輸 出入金額 のバ ラ ンス

185

第2-1-18図 長期 資本 収支 のバ ランス

186

第2-1-19図 情報 のバ ランス

187

第2-1-20図 全交 流量 に 占め る共産 圏の割 合(昭 和63年)

188

第2-1-21図 共産 圏 との交 流の推 移

190

第2-1-22図 共産 圏 との交 流の バ ラ ンス

190

第2-1-23図 我 が国 の国際 電話 回線数 の推 移

191

第2-1-24図 我 が国 の情報 通信 基盤 の整備 の推移

193

194

第2-1-25図 昭和60年 にお け る地域別 加 入電 話契 約数 及び 人 口の構成 比 …196

第2-1-26図 地域 別加 入電 話普 及率 の推移

第2-1-27図 地域 別 テ レビ ジ ョン受信 機普 及率 の 推移

197

第2-2-1図 情報通信に関連する国際機関等の枠組み

198

第2-2-2表 情報通信に関連する国際機関の概要

201

203

第2-2-3表 情報 通信分 野に おけ る政 府 開発 援助(ODA)の 分 類 …… …206

第2-2-4図 資金協力に占める通信分野の割合の推移

第2-2-5図 国際電話の地域別取扱数

207

第2-2-6図 アジア主要国の海外通話に占める対日本向通話量

212

213



第2-2-7図 インテ ルサ ッ ト電話 トラ ピ ックの伸 び率

図 表 目 次 『X1一

第2-2-8表 世 界の 国内 ・地域 通信衛 星 の現状

214

第2-2-9図 世 界の 電気通 信 回線

216

218

第2-2-10表 ア ジア ・太平 洋情 報 圏内 各国 の通 信 ・放送 ネ ッ トワー ク

の現状

第2-2-11表 ア ジア ・太 平洋地 域 の情報 化指標

220

第2-2-12表 ア ジア放送 大学連 合会 員 大学概要 一 覧

221

第2-2-13図 研 修員 の受 入 れ及 び専 門家の 派遣人数 推移

222

第2-2-14図 通 信分 野 の資金 協 力額 の推移

226

第2-2-15図 ア ジア ・太平 洋情報 圏 向け 資金協 力額 国別 内訳

227

第2-2-16表 北米 ・ECに おけ る主 なニ ュー メデ ィアの動 向

228

第2-2-17表 二国 間定期 政 策協議 の実 施状 況

230

第2-2-18表 日米 経済 関係 に係 る主要 会合 の概要

231

第2-2-19表 我 が国 の通信機 器 輸 出入動 向

235

第2-2-20図 通信機 器 輸 出/輸 入比 の推移

236

第2-2-21図 電 話機分 布 地図

237

第2-2-22表 電話 回線 の 首都へ の集 中状 況

243

244





凡 例

この 白書においては、以下の略号等 を使用 している。

NTT:日 本電信電話株式会社

KDD:国 際電信電話株式会社

NHK:日 本放 送協会

民放連:社 団法人 日本民間放送連盟

CATV:有 線 テレビジ ョン放送

ISDN:サ ー ビス総 合デ ジタル網

パ シコン:パ ー ソナ ル ・コンピュー タ

ワープ ロ:ワ ー ドプ ロセ ッサ

CD:コ ンパ ク トデ ィス ク

民活法:民 間事業者 の能力の活用 による特定施設 の整備 の促進に関す る

臨時措置 法




